
（単位：百万円）

科目 金額 科目 金額

（資産の部） （負債の部）

51,489  1,582,720  

現 金 0  支 払 備 金 2,103  

預 貯 金 51,489  責 任 準 備 金 1,579,881  

1,566,604  契 約 者 配 当 準 備 金 735  

国 債 787,591  339  

地 方 債 370,148  15  

社 債 408,448  3,749  

株 式 189  未 払 法 人 税 等 775  

そ の 他 の 証 券 226  未 払 金 283  

3,383  未 払 費 用 723  

保 険 約 款 貸 付 3,383  預 り 金 16  

224  リ ー ス 債 務 1,763  

建 物 95  資 産 除 去 債 務 21  

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 128  仮 受 金 166  

3,262  2  

ソ フ ト ウ ェ ア 757  6,309  

リ ー ス 資 産 1,659  価 格 変 動 準 備 金 6,309  

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 845  負債の部      合計 1,593,137  

1  （純資産の部）

16  20,499  

5,455  10,499  

未 収 金 1,196  資 本 準 備 金 10,499  

前 払 費 用 162  3,137  

未 収 収 益 3,881  そ の 他 利 益 剰 余 金 3,137  

預 託 金 190  繰 越 利 益 剰 余 金 3,137  

仮 払 金 24  34,137  

913  4,075  

△0　 4,075  

純資産の部      合計 38,213  

1,631,350  1,631,350  

フコクしんらい生命保険株式会社
代表取締役社長　　　山本　幹男

東京都新宿区西新宿８－１７－１

平成２５年度貸借対照表及び損益計算書

資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

代 理 店 貸

再 保 険 貸 資 本 金

そ の 他 資 産

株 主 資 本 合 計

繰 延 税 金 資 産 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

貸 倒 引 当 金 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 負 債

貸 付 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金

特 別 法 上 の 準 備 金

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

有 価 証 券

代 理 店 借

再 保 険 借

平成２５年度（平成２６年３月３１日現在）貸借対照表
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（貸借対照表の注記） 
 

１． 会計方針に関する事項 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、「保

険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（平成 12 年 11 月

16 日 日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 21 号）に基づく責任準備金対応債券につい

ては移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものについては 3 月

末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）、時価を把握することが極めて

困難と認められるものについては、取得差額が金利調整差額と認められる公社債（外国債券を含む）

については移動平均法による償却原価法（定額法）、それ以外の有価証券については移動平均法に

よる原価法によっております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法によ

り処理しております。 

 

(2) 有形固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。なお、リース資産の残高はありませ

ん。 

・有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、建物については定額法）を採用しております。 

なお、有形固定資産のうち取得価額が 10 万円以上 20 万円未満のものについては、3 年間で均等償

却を行っております。 

 

(3) 貸倒引当金の計上方法 

貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、個別に債務者の支払能力を総合

的に判断し必要と認める額を計上しております。すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関

連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その

査定結果に基づいて引当を行っております。  

 

(4) 退職給付引当金の計上方法 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、自己都合退職による期末要支給額を退職給

付債務として計上しております。 

 

(5) 価格変動準備金の計上方法 

価格変動準備金は、保険業法第 115 条の規定に基づき算出した額を計上しております。 

 

(6) 消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

ただし、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、前払費用

に計上し 5 年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、発生年度に費用処理しており

ます。 

 

(7) 責任準備金の積立方法 

責任準備金は、保険業法第 116 条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については次の方式

により計算しております。 

①標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成 8 年大蔵省告示第 48

号） 

②標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 
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(8) 無形固定資産の減価償却の方法 

無形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。 

・ソフトウェア 

 利用可能期間に基づく定額法によっております。 

・リース資産 

 リース期間に基づく定額法によっております。 

 

(9) 責任準備金対応債券 

個人保険・個人年金保険に設定した小区分（保険種類・資産運用方針等により設定）に対応した債券

のうち、負債に応じたデュレーションのコントロールを図る目的で保有するものについて、「保険業にお

ける「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（平成 12 年11 月 16 日 日

本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 21 号）に基づき、責任準備金対応債券に区分しており

ます。 

なお、積立利率変動型個人年金保険を対象とする小区分について、その保有契約及び保有資産が

著しく小さく、今後増加する見込もないことから、当期より当該小区分を廃止し、小区分内の責任準備

金対応債券をその他有価証券に振り替えております。この変更による貸借対照表及び損益計算書へ

の影響は軽微であります。 

 

２． 保険業法第 118 条第 1 項に規定する特別勘定以外の勘定である一般勘定の資産運用は、生命保険

事業の公共性や社会性を考慮して、流動性を確保しつつ安全かつ有利を基本原則としております。こ

の方針に基づき具体的には、長期、安定的な収益を確保できる資産構築を目指し、国債等債券を中

心とした有価証券に投資しております。なお、主な金融商品である有価証券は、市場リスク及び信用リ

スクに晒されております。資産運用リスクの管理にあたっては、資産運用リスク管理委員会が市場リスク

や信用リスク等の状況を定期的に把握・管理しながら、資産運用部門への牽制機能を働かせることに

より、基本原則を逸脱する過度なリスクを排除し、資産の安全性を確保しております。 

主な金融資産及び金融負債に係る貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。 

（単位：百万円） 

  貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

預貯金 51,489 51,489 －

 有価証券として取扱わない預貯金 51,489 51,489 －

有価証券 1,566,604 1,660,039 93,434

 満期保有目的の債券 

責任準備金対応債券 

その他有価証券 

421,899

861,874

282,831

456,892 

920,315 

282,831 

34,993

58,440

－

貸付金 3,383 3,383 －

 保険約款貸付 3,383 3,383 －

 

(1) 預貯金（「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号）に基づく有価証券として取扱うもの

を除く） 

預貯金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。 

 

(2) 有価証券（預貯金のうち「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号）に基づく有価証券

として取扱うものを含む） 

         ・市場価格のある有価証券 

            3 月末日の市場価格等によっております。 

         ・市場価格のない有価証券 

            主に情報ベンダー、取引先金融機関から提示された価格等、合理的に算定された価格によ

っております。 

 

(3) 貸付金 

保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けてお
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らず、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるた

め、帳簿価額を時価としております。 

 

３． 貸付金のうち、破綻先債権額は 0 百万円であります。なお、延滞債権額、3 ヵ月以上延滞債権額及び

貸付条件緩和債権額はありません。 

破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却

を行った部分を除く。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第 1 項第 3 号のイ

からホまでに掲げる事由又は同項第 4 号に規定する事由が生じている貸付金であります。 

 

４． 有形固定資産の減価償却累計額は 136 百万円であります。 

 

５． 関係会社に対する金銭債権の総額は 1 百万円、金銭債務の総額は 143 百万円であります。 

 

６． 繰延税金資産の総額は 2,830 百万円、繰延税金負債の総額は 1,781 百万円であります。繰延税金資

産のうち評価性引当額として控除した額は 135 百万円であります。 

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、価格変動準備金 1,942 百万円及び保険契約準備金 637

百万円であります。 

繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券の評価差額 1,774 百万円であります。 

当年度における法定実効税率は 33.3％であり、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率 36.0％との間の差異の主要な内訳は、税率変更による影響 1.9％、住民税均等割 1.0％でありま

す。 

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成 26 年法律第 10 号）の公布に伴い、繰延税金資産及び繰

延税金負債の計算に適用される法定実効税率は、回収又は支払が見込まれる期間が平成 26 年 4 月

1 日から平成 27 年 3 月 31 日までのものについては 33.3％、平成 27 年 4 月 1 日以降のものについて

は 30.8％を適用しておりましたが、平成 26 年 4 月 1 日以降のものについて 30.8％に変更になりました。

この変更により、当期末における繰延税金資産は 15 百万円の減少となります。また、法人税等調整額

は 15 百万円の増加となります。 

 

７． 契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

当期首現在高              697 百万円 

当期契約者配当金支払額       504 百万円 

利息による増加等              0 百万円 

契約者配当準備金繰入額       542 百万円 

当期末現在高               735 百万円 

 

８． 保険業法施行規則第 71 条第 1 項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下「出

再責任準備金」という。）の金額は 19 百万円であります。 

       

９．１株当たりの純資産額は 69,130 円 06 銭であります。 

   

10．保険業法第 259 条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当年度末における当社の今後

の負担見積額は 1,918 百万円であります。なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理して

おります。 

 

11．退職給付に関する事項は次のとおりです。 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

当社は、平成 25 年 4 月 1 日付けで退職一時金制度から確定拠出年金制度へ移行しました。なお、

一部の従業員については従来の退職一時金制度によっており、簡便法により退職給付引当金 2 百万

円及び退職給付引当金繰入額 1 百万円を計上しております。 

(2) 確定拠出制度 

当社の確定拠出制度への要拠出額は、62 百万円であります。 
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（単位：百万円）

金額

133,160 

108,676 

108,585 

91 

23,996 

22,823 

22,705 

117 

1,173 

486 

39 

444 

2 

128,468 

49,111 

3,050 

501 

8,814 

36,368 

203 

172 

69,505 

114 

69,390 

0 

22 

21 

0 

0 

7,850 

1,978 

276 

682 

1,018 

1 

0 

4,691 

1,313 

0 

1,312 

1,312 

542 

2,836 

1,388 

△ 368 

1,020 

1,815 

平成２５年  ４月  １日から
損益計算書

平成２６年  ３月３１日まで

科                                目

経       常       収       益

平成２５年度

保 険 料 等 収 入

保 険 料

再 保 険 収 入

資 産 運 用 収 益

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金

そ の 他 の 経 常 収 益

経       常       費       用

保 険 金 等 支 払 金

保 険 金

年 金

貸 付 金 利 息

有 価 証 券 売 却 益

そ の 他 経 常 収 益

年 金 特 約 取 扱 受 入 金

保 険 金 据 置 受 入 金

給 付 金

解 約 返 戻 金

そ の 他 返 戻 金

再 保 険 料

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

支 払 備 金 繰 入 額

責 任 準 備 金 繰 入 額

契 約 者 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額

資 産 運 用 費 用

支 払 利 息

有 価 証 券 売 却 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 の 経 常 費 用

経       常       利       益

特       別       損       失

事 業 費

そ の 他 経 常 費 用

保 険 金 据 置 支 払 金

税 金

減 価 償 却 費

法 人 税 及 び 住 民 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

固 定 資 産 等 処 分 損

特 別 法 上 の 準 備 金 繰 入 額

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

契 約 者 配 当 準 備 金 繰 入 額
税 引 前 当 期 純 利 益
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（損益計算書の注記） 

  

 

１．関係会社との取引による収益の総額は 0百万円、費用の総額は 513 百万円であります。 

 

２．有価証券売却益の主な内訳は、国債等債券 1,151 百万円、株式等 22 百万円であります。 

 

３．有価証券売却損の主な内訳は、国債等債券 0百万円であります。 

 

４．責任準備金繰入額の計算上、足し上げられた出再責任準備金戻入額の金額は 2百万円でありま

す。 

 

５.１株当たりの当期純利益は 3,284 円 89 銭であります。 
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